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第１章 総論 

 

１ 目的 

大規模な災害が発生した場合、市は、職員や庁舎の被災により行政機能が大幅に低下す

る状況にあっても、災害応急対策や被災者支援等の業務を行う必要があり、他の地方公共

団体や関係機関、企業、ボランティア等の応援を最大限活用することが求められる。 

しかしながら、東日本大震災や熊本地震等過去に発生した大規模災害時においては、広

域的な受援・応援に対する具体的な運用方法や役割分担が確立しておらず、被災地方公共

団体の受入れ体制が十分に整備されていなかったため、支援を有効に活用できない事態が

発生した。 

このことから、本市では、今後も起こりうる大規模災害に備え、外部からの支援を円滑

に受入れ、本市職員と応援職員が連携し、災害応急対策や災害復旧・復興に取り組んでい

けるよう、「守谷市受援計画」（以下、「本計画」という。）を作成する。 

 

【用語の定義】 

本計画で使用する用語の定義は、次のとおりとする。 

 

用 語 意  味 

受 援 

災害時に、他の地方公共団体や指定行政機関、指定公共機関、民間

企業、ＮＰＯやボランティア等の各種団体から、人的・物的資源等

の支援・提供を受け、効果的に活用すること。 

応 援 
災害時に、災害対策基本法や災害時相互応援協定等に基づき、又は

自主的に人的・物的資源等を支援・提供すること。 

支 援 

応援側が被災自治体に対し、人的・物的資源を提供する際の一連の

行動や提供する内容のこと。 

（応援側：被災自治体からの支援の要請に応じ、物資を提供する。） 

（受援側：協定に基づき、応援自治体からの支援を受ける。） 

 
人的支援 他市町村職員、専門家、作業員等の人による作業支援。 

物的支援 食料や災害対応に必要な物資提供の支援。 

対口支援 
大規模災害で被災した自治体のパートナーとして、特定の自治体

を決めて職員を派遣するもの。 

プッシュ型支援 

国が被災自治体からの具体的な要請を待たずに、避難所や避難者

への支援を中心に必要不可欠と見込まれる物資を調達し、被災地

に物資を緊急輸送する支援方法。 

プル型支援 
被災した自治体からの要請に応じて必要な物資を調達し、被災地

に供給する支援方法。 
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２ 本計画の位置づけ 

本計画は、守谷市地域防災計画の下位計画として位置付け、守谷市業務継続計画を補完

し、同計画に定められている災害時優先業務を主に実施するため、災害時における外部か

らの応援受入れについて具体的に定める計画である。 

 

地域防災計画・業務継続計画と受援計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○地域防災計画は、①災害予防、②災害応急対策、③災害復旧・復興を定める。 

○業務継続計画は、非常時優先業務を定める（＝災害対策業務＋優先すべき通常業務）。 

○受援計画は、①受援体制を定めるとともに、受援対象業務を選定したうえで（非常時優先

業務の中から）、②人的支援の受入れ、③業務資源の受入れについて定める。 

受援計画 

（①受援体制 ②人的支援の受入れ ③業務資源の受入れ） 

通常業務 

災
害
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ᶝ
Ｂ
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３ 計画の発動 

（1）発動要件 

本計画は、大規模災害発生時に、災害対策本部を設置し、全庁的な対応を必要とする

事態において、本市独自では十分な業務継続、応急対応が実施できない場合に発動する

ものとし、発動要件を次のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2）発動期間 

本計画の対象期間は、業務継続計画の非常時優先業務の期間に合わせ、発災後の混乱

期から市民生活が一定の落ち着きを取り戻す 1 か月程度を目安とする。 

 

災害の局面と優先課題 

区分 時期 優先課題 

初動期 災害発生～72 時間程度 いのちを守る（救助・救命） 

応急期 ３日間～１週間程度 被害の拡大の防止（避難生活の本格化） 

復旧期 １週間～１か月程度 財産と環境の保全 

（避難生活から仮住まいへの移行期） 復興期 １か月以降 

 

 

４ 対象とする支援の範囲 

本計画では、災害発生時に行われる外部からの人的及び物的支援を対象とし、その範囲

は、次のとおりとする。 

（１）本市に人的支援を行う団体等（以下「応援団体」という。） 

・国（緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）等） 

・地方公共団体 

・消防機関 

・自衛隊 

・災害時応援協定締結団体 

・ボランティア 

・その他の団体 

○災害救助法の適用を必要とする災害が発生したとき 

○市域に震度５強以上の地震が発生したとき 

○地震及び風水害により、市内全域にわたり甚大な被害が発生するおそれが

あるとき、または発生したとき 

○その他、市長が応援要請の必要性を認めたとき 
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（２）本市に行われる物的支援（物資供給）の種類 

●物資の調達に係る受援 

・県（国によるプッシュ型支援を含む。）からの調達 

・協定締結団体からの調達 

・他市町村からの救援物資による調達 

●物資の物流に係る受援 

・集積場所の運営 

・輸送業務 

 

５ 感染症に係る留意事項 

感染症が発生している状況下での応援職員等の受入れについては、感染拡大防止の観点

から応援側、受援側の感染状況を踏まえ、慎重に判断する。 

また、応援職員等を受入れる場合の留意事項については、次のとおりとする。 

（１）感染予防対策の徹底 

人と人との間隔をあけ、十分な換気に努め、密閉・密集・密接を避けるとともに、手

洗い、うがい、咳エチケット、マスク着用の基本的な感染予防対策を徹底する。 

 

（２）対策を講じる場所 

感染症対策を講じる必要がある場所は、災害対策本部、避難所、救護活動拠点、物資

集積場所、ボランティアセンター等、人と人が接触する可能性がある全ての場所である

ことに留意すること。 

 

（３）受入れにあたっての依頼事項 

感染症の発生が懸念される状況下での応援団体等に対して、マスク、防護服等の感染

防止対策の装備品の持参等を依頼する。応援者は、定期的な検温を実施するなど、健康

管理を徹底し、定期的な手洗い、うがい、咳エチケット、マスク着用等の基本的な感染

防止策を講ずる。 

 

（４）感染症に関する情報共有 

応援要請にあたっては、本市における感染者発生状況等の情報を応援側の地方公共団

体等に提供するほか、受援開始後の日々の情報についても提供する。 

また、適切な感染症対策を講じるため、国、県、関係機関に対して、感染者発生状況

等の情報を提供する。 
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第２章 受援体制 

 

１ 受援組織の設置 

災害対策本部における受援体制は下図のとおりとし、応援受入れの総合的窓口として災

害対策本部事務局内に「受援調整班」を設置する。 

また、受援に係る窓口及び指揮命令系統を明確にし、応援を円滑に受入れるため、応援

を受入れる各班に受援担当を設置する。 

 

災害対策本部における受援体制 
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災害対策本部事務局 

統括班 

情報班 

物資調達・配送班 

財政班 

受援調整班 
 
 

統括支援担当

連絡調整担当 

本部長／副本部長／本部員 

災害対策本部会議 
災害対策本部 

連絡・調整 
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２ 各班の体制と役割 

 

（１）受援調整班の構成と役割 

受援調整班は、人的支援、物的支援の受入れの全体調整窓口として、受援に関する全

体把握や各班との調整、庁内・外部調整等の役割を担うものとし、「統括支援担当」と「連

絡調整担当」から構成し、各担当の役割分担は、次のとおりとする。 

 

受援調整班の構成と役割分担 

担 当 役 割 

統括支援担当 

・受援調整班の統括 

・受援状況のとりまとめ 

・応援団体の庁内調整 

・応援団体の服務管理、労務管理、健康管理等 

・応援団体の宿泊場所等の確保（応援団体自らの確保が困難な場合） 

連絡調整担当 

・行政機関等への応援要請等 

・関係機関との調整 

・災害対策本部事務局との連携 

 

（２）各班における指揮者及び受援担当の配置 

災害対策本部の各班に、指揮者と受援担当を配置する。 

指揮者は、応援職員等に対して、業務に関する指揮命令を行い、原則として、管理監

督職とする。 

また、受援担当は、応援者等の受入れに関して、必要な情報共有や活動環境の整備等

を行う。 

 

各班の受援担当の主な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・受援に関する状況把握・とりまとめ 

・資源の調達・管理 

・応援団体等との業務の調整 

・班内調整 

・受援調整班への報告 

・応援職員の受入れ 

・応援職員への支援 
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受援調整班及び各班の受援担当 

 

 

部 名 担当・班名 受援担当 

災害対策本部 

事務局 

受援調整班 
統括支援担当 交通防災課、管財課、総務課 

連絡調整担当 経済課、デジタル戦略課 

統括班 

指揮者 交通防災課長 

担当者 
国民年金課            課長補佐 

総務課          総務グループ長 

物資調達・配送班 

指揮者 経済課長 

担当者 
 

 

財政班 

指揮者 会計課長 

担当者 
 

 

情報班 

指揮者 デジタル戦略課長 

担当者 
 

 

総合対応部 

総務班 
指揮者 総務課長 

担当者  

広報・報道班 
指揮者 秘書課長 

担当者  

市民相談窓口班 
指揮者 総合窓口課長 

担当者  

福祉・救護・ 

避難支援部 

避難所班 
指揮者 介護福祉課長 

担当者  

要配慮者対策班 
指揮者 社会福祉課 

担当者  

救護・防疫班 
指揮者 保健予防課 

担当者  

ボランティア支援班 
指揮者 市民協働推進課長 

担当者  
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３ 関係機関の災害時の連絡先 

大規模災害発生時に、人的応援や物的応援の調整や要請等で他の自治体や防災関係機関、

協定企業等と円滑に連絡が行えるよう、事前に「資料 1：関係機関連絡先リスト」により

担当窓口や連絡先を整理しておく。 

 

４ 災害発生時における協定の運用担当 

大規模災害発生時に、人的応援や物的応援の調整、要請等で協定締結団体又は協定企業

等と円滑に連絡が行えるよう、事前に「資料２：災害発生時応援協定の運用担当窓口」に

て内容や運用、担当者等を整理しておく。 

 

  

部 名 班 名 受援担当 

生活基盤対応部 

土木班 
指揮者 建設課長 

担当者  

建築班 
指揮者 都市計画課長 

担当者  

がれき処理班 
指揮者 生活環境課長 

担当者  

上下水道部 

応急給水班 
指揮者 上下水道課長 

担当者  

下水道班 
指揮者 上下水道課長 

担当者  

教育部 

教育１班 
指揮者 学校教育課長 

担当者  

教育２班 
指揮者 生涯学習課長 

担当者  

消防部 
指揮者  

担当者  
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５ 応援要請の法的根拠等 

本計画に基づき、応援団体に応援要請する際の法的根拠等は、次のとおりである。 

 

応援要請の法的根拠 

種別 要請先 要請内容 根拠法令 

人的支援 

県 

知事に対する応援の要求及び 
災害応急対策の実施の要請 

災害対策基本法第 68 条 

緊急消防援助隊の応援要請 
消防組織法第 44 条及び第 45
条 

自衛隊の派遣要請 
災害対策基本法第 68 条の 2
第 1 項 

他市町村 応援要請 災害対策基本法第67条第1項 

災 害 時 応 援 協
定 
締結団体 

協定等に定める事項 各種災害時応援協定 

物的支援 
（物資供

給） 

県 物資又は資材の供給 
災害対策基本法第 86 条の

16 

災 害 時 応 援 協
定 
締結団体 

物資の供給 各種災害時応援協定 

 

 

６ 費用負担 

受援における費用負担の考え方については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 県や他市町村、指定地方行政機関等の応援の場合、応援に要した費用は本市が負

担する。（災害対策基本法第 92 条） 

○ 協定等に基づく応援に要した費用は、各協定等で定められているとおりとする。 

○ 協定等に基づかない自主的な応援の場合については、応援に要する費用はそれぞ

れの応援団体等に負担を依頼する。 

○ 被災程度により災害救助法が適用された場合、災害救助法の対象となる経費は、

県が負担する。 

 



 

- 10 - 

主な受援・応援業務における対象経費 

受援業務 要員 災害救助法適用経費 

災害対策本部支援 災害対策本部支援要員 
※対象外 
対象経費は、原則として被災者の応急救助
に直接対応した職員のみが対象 

避難所運営 避難所運営要員 

○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当
及び出張旅費 

○仮設トイレの汲み取りや警備等の臨時職
員雇上げ経費 

物資集積拠点運営 物資集積拠点運営要員 

○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当
及び出張旅費 

※救助法の救援物資外（化粧品等）の仕分
け等の業務は対象外 

給水 給水車の派遣 

○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当
及び出張旅費 

○車両の燃料代・高速代 
※給水車の水については、原則対象外 

健康・保健 保健師等の派遣 
○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当

及び出張旅費 

被災者の生活支援 
住家被害認定、罹災証
明書交付業務要員 

※対象外 
救助法に基づく応急救助ではないため 

災害廃棄物処理 ごみ収集車の派遣 
※対象外 

救助法に基づく応急救助ではないため 

資料：地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（内閣府） 
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第３章 人的支援の受入れ 

 

１ 受援対象業務 

（１）受援対象業務の選定 

受援業務の対象は、発災後の短期間に大量の人的・物的資源を必要とする業務、並び

に経験や専門的スキルの必要な業務で庁内組織の体制や能力だけでは実施が困難な業務

とする。なお、今後、災害対応の経験や訓練等を通じて、受援業務の追加や見直しを適

宜行うものとする。 

 

想定される受援対象業務 

 受援対象業務 担当班名 

1 二次災害の防止対策 土木班 

2 道路交通の確保 土木班 

3 路上障害物の除去作業 土木班 

4 被災建築物の応急対応 建築班 

5 災害廃棄物の処理 がれき処理班 

6 物流拠点の確保・運営 物資調達・配送班、財政班 

7 食料等、生活必需品の供給 物資調達・配送班、財政班 

8 災害ボランティアセンターの開設・運営 ボランティア支援班 

9 災害対策本部等の設置・活動補助① 統括班 

10 災害対策本部等の設置・活動補助② 統括班 

11 災害対策本部等の設置・活動補助③ 統括班 

12 災害対策本部等の設置・活動補助④ 統括班 

13 自衛隊派遣要請・受入体制の確保 統括班 

14 応援要請・受入体制の確保 統括班 

15 防災関係機関等との連携業務 統括班 

16 救助・救急活動の補助 統括班 

17 施設利用者の安全対策 各部・各班 

18 行方不明者の捜索業務 統括班 

19 消火活動補助 消防部 

20 避難・誘導の補助 統括班 
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（２）業務別受援シートの作成 

発災時に、応援受入れを迅速かつ円滑にできるよう、上記の業務について、あらかじ

め業務別受援シートを作成しておく。（巻末参照） 

受援シートには、応援要請に関する情報を記載し、発災時において、本シートに基づ

き応援要請をすることで、応援職員等を効率的かつ効果的に活用することができる。 

 

 

２ 人的支援の全体像 

人的支援は、協定締結団体や茨城県、自衛隊、ボランティア等様々な機関や枠組みによ

り応援を受けることとなる。こうした様々な機関からの人的支援を受けるまでの流れは、

主に次のパターンがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
協定締結団体（自治体・企業等）、県、災害ボランティアセンター等へ自ら応

援要請を行い、支援を受ける場合は、まず協定締結団体、災害ボランティアセ

ンター等へ応援要請を行い、これにより十分な支援を受けることができない場

合に、県に対して応援要請を行う。 

ただし、大規模災害時には協定締結団体等からの支援だけでは十分でないこ

とが予想されるため、協定締結団体等と県への応援要請を同時並行で行う。 

市から応援を要請する場合 

 
協定等に基づかず、自主的に応援の申し出がある場合や市から応援を要請す

る前に県等から情報連絡員（リエゾン）や応援部隊（緊急消防援助隊、TEC-

FORCE 等）が派遣される場合等がある。 

応援の申し出がある場合 
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人的支援の応援要請と応援・受援の関係 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

県の協定締結団体 

協定未締結団体 

ボランティアセンター 

（社会福祉協議会） 

総括支援チーム 

対口支援チーム 

（都道府県・指定都市

県内市町村 

 

自衛隊：災害派遣部隊 

消防庁：緊急消防援助隊 

国交省：ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ 

厚労省：ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ 等 

国等の定型的な支援 

 
＜凡例＞ 

応援要請 

職員等の派遣 

応援の申出 

被災市区町村応援職員 

確保調整本部 

（総務省（事務局）全国知事会、全国市

長会、全国町村会、指定都市市長会等） 

全国市長会 

茨城県 

協定締結団体 

（自治体・企業等） 

守谷市 

 
受援調整班 

(連絡調整担当) 
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３ 人的支援の受入れ手順 

人的支援に係る受入れ事務の流れは、次のとおりである。 

本項では、「人的支援の受入れ事務フロー」に沿って、各班の受援担当、受援調整班及び

災害対策本部事務局が対応する業務について定める。 

 

人的支援の受入れ事務フロー 

 各班の受援担当 受援調整班 災害対策本部事務局 

応援要請の 

必要性判断 

   

応援要請の 

決定 

   

受援の準備 

   

応援職員等 

の受入れ 

   

受援による 

業務の実施 

   

受援の終了 

   

費用精算 
   

応援要請の必要性の判断 

協定団体への事前調整 

応援要請の取りまとめ 

県等との事前調整 

災害対策本部会議の開催 

応援要請についての協議 

応援要請の決定 

県・自衛隊・消防機関等 

の行政機関への応援要請 

協定団体への応援要請 

受援業務内容・必要人員 

の把握 

協定団体との連絡調整 

受入れ準備 

（資機材・スペース・宿泊場所

全体の受注業務内容・ 

必要人員の調整 

各班で準備できないもの

を確保 

応援職員等の受付 報告のとりまとめ 

受入れ状況の把握 受入れ状況の報告 

応援職員等の情報共有 

・作業管理等 

受援業務の進行管理 全体の受援業務の 

進行管理 
受援状況の報告 

受援終了の判断 
災害対策本部会議の開催 

受援終了の報告、決定 
報告のとりまとめ 

受援終了の把握 

様式１ 

作成 

様式１ 提出 

様式２ 

作成 

様式２ 提出 

様式３ 提出 

様式３ 提出 

業務内容等の説明 

様式４・５ 作成 
様式２ 

更新 

様式２ 提出 

様式５ 更新 

様式５ 提出 

様式２ 更新 

様式２ 更新 

様式４・５ 更新 様式２ 更新 

費用精算 

様式４・５ 提出 

様式４・５ 提出 
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・各班は、非常時優先業務の実施にあたって、人的資源が不足する場合は、班内で調

整するとともに、受援調整班へ「様式１ 応援要請書」を用いて応援要請を行う。 

・受援調整班は、各班からの応援要請を「様式２ 受援管理表」に整理し、庁内での

人員調整の可否を検討する。人員調整が可能な場合は、応援要請をした班へ他班の

人員を配置するよう指示する。 

・受援調整班は、「様式２ 受援管理表」を災害対策本部事務局に提出する。外部機

関への応援要請が必要と判断した場合、災害対策本部会議にて協議する。（なお、

緊急、その他の事情により災害対策本部会議を開催できない場合は、会議を開催せ

ず本部長が決定する。） 

・災害時応援等の協定を運用する課が各部・各班にある場合は、各部の責任者（指揮

者）が必要性について判断する。 

 

（２）応援要請の決定 

・受援調整班は、災害対策本部会議において応援要請の決定を受けた時点で、応援団

体へ要請内容、担当者名、連絡先、集合場所等を伝えた上で応援を要請する。 

・応援要請は、電子メール、電話等により早急に行い、その後、「様式３ 応援要請文

書（応援団体用）」を提出する。 

・協定団体から支援を受ける各班の受援担当は、協定団体に電話等で応援の要請を行

う。 

 

（３）受援の準備 

① 応援団体との連絡調整 

・受援調整班は、応援団体と連絡調整を行い、応援職員等の人数や到着時期、集合

場所、携行品等について、事前に把握しておく。また、これらの情報を各班の受援

担当に報告する。 

・各班の受援担当は、応援団体との連絡調整において、応援を実施する際に必要と

なる持参すべき物資等の情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

② 必要な資機材の準備 

・各班は、業務に必要な資機材について、原則、各班で準備する。ただし、自動車

や特殊な業務に係る資機材については、不足が想定されるため、応援職員等に持

■想定する持参要請物資 

・食料、飲料 ・寝袋 ・毛布 ・テント ・簡易トイレ 

・車両（燃料含む）   ・パソコン及び通信機器 

・個人防護装備（ヘルメット、マスク、手袋等） 等 
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参してもらうよう要請する。 

 

③ 応援職員等の活動拠点の確保 

・応援職員等が活動する拠点（執務スペース等）については、各班が中心となり所

管施設を活用して確保する。 

 

④ 応援職員等の食料等の確保 

・応援職員等の食料、飲料水については、応援団体等が自ら確保することを基本と

する。ただし、応援団体等による確保が困難な場合には、各班の受援担当が必要数

等を取りまとめて、受援調整班に要請して調達する。 

 

⑤ 応援職員等の移動手段の確保 

・移動手段については、応援団体が自ら確保することを基本とする。ただし、応援

団体等による確保が困難な場合には、本市の公用車等を活用し確保する。 

 

応援職員の受入れにあたり配慮すべき事項 

項 目 環境整備の内容 

スペースの確保 

○応援側の現地本部として執務できるスペースや活動拠点にお

ける作業スペース、待機・休憩スペースを可能な限り提供す

る。 

○可能な範囲で、応援側の駐車スペースを確保する。 

資機材等の提供 
○執務を行う上で必要な文具や活動を行う上で必要な資機材を

可能な範囲で提供する。 

執務環境の整備 
○執務ができる環境として、可能な範囲で机、椅子、電話、イ

ンターネット回線等を用意する。 

宿泊場所に関する 
あっせん等 

○応援職員の宿泊場所の確保については、応援側での対応を要

請することを基本とするが、紹介、または、必要に応じてあ

っせんする。 

○被害状況によってホテル等の確保が困難な場合は、避難所と

なっていない公共施設や庁舎等の会議室、避難所の片隅等の

スペースの提供を検討する。 

資料：地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（内閣府） 

 

（４）応援職員等の受入れ 

① 応援職員等の受付け 

・各班の受援担当は、集合場所において、応援職員等の受付を行う。その際に、応援

職員等の団体名や氏名、活動期間、宿泊場所を明記した「様式４ 応援職員等名

簿」を作成する。作成後、受援調整班に写しを提出し、原本は各班で保管する。 
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② 業務内容等の説明 

・各班の受援担当は、応援職員等が行う業務の内容や手順について、受援シート等

も活用しながら、応援職員等に説明を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 応援職員等の受入れの報告 

・応援職員等を受入れた後、各班の受援担当は、「様式５ 受援状況報告書」を作成

し、受援調整班に提出する。 

・受援調整班は、各班からの報告を受け、「様式２ 受援管理表」を更新し、市全体

の応援職員等の受入れ状況を把握するとともに、災害対策本部事務局に報告する。 

 

（５）受援による業務の実施 

① 応援職員等との情報共有 

・各班の受援担当は、原則として毎日、朝礼やミーティングを実施し、応援職員等

に対して、業務内容の指示や情報共有を行う。 

 

② 応援職員等の業務管理 

・各班の受援担当は、応援職員等による業務の実施状況を把握する。業務量及び必

要人員を勘案し、必要に応じて、応援職員等の追加要請や業務内容の変更を検討

する。 

 

③ 業務実施状況の報告・調整 

・各班の受援担当は、応援職員等による業務の実施状況について、適宜、「様式５ 受

援状況報告書」を更新し、受援調整班に報告する 

・受援調整班は、各班からの報告を受け、「様式２ 受援管理表」を更新し、庁内全

体の受入れ状況を把握するとともに、適宜、災害対策本部事務局に受援状況を報

告する。 

 

■応援職員等への説明事項は、次の事項を参考にする。 

① 現在の状況 

② 関係者のリストや連絡先 

③ 執務場所・休憩場所 

④ 必要な資源の確保方法 

⑤ 働く期間・一日のスケジュール 

⑥ 想定される危険や安全確保方法 

⑦ 業務の「内容」（何をするのか）、「目的」（なぜ、それをするのか）、「ゴ

ール」（業務終了時、どのようになっていれば良いのか） 等 
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④ 業務内容の調整・変更 

・各班の受援担当は、業務量の増加や人員不足により再度受援を希望する場合は、

受援調整班に報告し、調整を依頼する。 

・受援調整班は、各班の受援担当から業務内容の変更等の報告・相談を受けた場合

は、必要な調整を行う。 

 

（６）受援の終了 

・各班の受援担当は、受援対象業務が終了する又は業務に必要な人員が足りるなど、

受援の必要が無くなる見込みとなった場合は、応援団体と協議を行い、受援終了の

判断を行う。 

・受援を終了した場合は、各班の受援担当は、「様式４ 応援職員等名簿」及び「様式

５ 受援状況報告書」を更新し、受援調整班に報告する。 

・受援調整班は、各班の受援担当からの報告を受け、「様式２ 受援管理表」を更新す

るとともに、災害対策本部事務局に報告する。 

・災害対策本部事務局は、災害対策本部会議を開催し、受援終了時期を決定する。 

受援調整班は、決定を受け、応援団体への受援終了の旨、連絡する。 

 

（７）費用精算 

・受援調整班、財政班は、応援団体と調整の上、費用精算の手続きを行う。 

 

４ その他 

（１）応援の申し出への対応 

外部からの応援の申し出については、受援調整班にて対応する。各班に直接申し出が

あった場合は、速やかに受援調整班へ報告する。 

なお、申し出に基づいて応援を受入れた場合においても、本市から応援要請した場合

と同様の手順で、受入れを行う。 

 

（２）応急対策職員派遣制度に基づく受援 

被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは、被災市区町村におい

て完結して災害対応業務を実施できない規模の災害が発生した場合に、被災都道府県以

外の地方公共団体からの応援職員を派遣する仕組みとして「応急対策職員派遣制度」が

ある。 

「応急対策職員派遣制度」には、避難所の運営、罹災証明書の交付等の災害対応業務

の支援を行う“対口支援チーム”と災害マネジメントの支援を行う“総括支援チーム”

がある。ここでは、災害対応業務の支援を行う対口支援チームの受入れについて整理す

る。 
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① 対口支援の必要性の把握（意向確認） 

茨城県は、本市における応援職員の派遣の必要性、派遣要請人数等を速やかに把握

したうえで、総務省及び被災地域ブロック幹事都道府県※１を通じて、被災地域ブロッ

ク（関東ブロックは東京都、群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、

山梨県、静岡県、長野県）内の地方公共団体に対し、応援職員の派遣について協力を

依頼する。 

② 対口支援団体の決定 

応援職員確保調整本部※１は、現地調整会議※２による対口支援案に基づき、対口支援

団体の調整・決定を行い、守谷市は、決定した事項を茨城県より連絡を受ける。 

③ 対口支援団体との情報共有 

市（受援調整班）は、派遣が決定した対口支援団体より派遣される連絡要員等と応

援職員のニーズ等の共有・調整を行う。 

 

応急対策職員派遣制度に基づく受援（対口支援）の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現地調整会議 

総務省 

茨城県 

関係団体 

関東ブロック 

幹事都道府県 

応援職員 
確保調整本部 

対口支援案の報告 

対口支援団体 
決定の連絡 

 
受援調整班 

守谷市 

対口支援団体 

対口支援に 
係る意向調査 

対口支援団体 
決定の連絡 

応援職員の派遣 

調整・決定 

※１地域ブロック幹事都道府県：「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」第３条第

１項に定める幹事県等をいう。 
 
※２応援職員確保調整本部：総務省及び関係団体（全国知事会、全国市長会、全国町村会等）により

構成され、応援団体の決定、情報の収集、総合的な調整等を行う会議体

をいう。 
 
※３現地調整会議：重点受援県※４、被災地域ブロック幹事都道府県、関係団体及び総務省により構成

され、被災市区町村に関する情報の収集、確保調整本部に対する情報の共有等を行

う会議体をいう。 
 

※４重点受援県：南海トラフ地震発生時において主として応援を受ける県（静岡県、愛知県、三重

県、和歌山県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県及び宮崎県の 10 県）を
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（３）災害ボランティアの受入れ 

① 基本方針 

災害ボランティアの受入れについては、守谷市社会福祉協議会（以下、「社会福祉協

議会」という。）が行い、守谷市災害対策本部（ボランティア支援班等）は、社会福祉

協議会が災害ボランティアとともに行う活動について、必要な各種支援及び情報の提

供等を行う。 

② 災害ボランティア現地本部の設置 

・統括班及びボランティア支援班は、被災状況その他災害状況に基づき、災害ボラ

ンティアの受入れ方針を決定する。 

・ボランティア支援班は、受入れ方針に基づき、社会福祉協議会に災害ボランティ

ア現地本部の設置を要請する。 

・社会福祉協議会は、市の要請に基づき、中央公民館に災害ボランティア現地本部

を設置する。 

③ 災害ボランティア現地本部の開設支援 

・ボランティア支援班、物資調達・配送班は、災害ボランティア活動に必要な資機

材等を現地本部に提供する。 

・情報班は、災害ボランティア現地本部へ災害情報等の提供を行う。 

・ボランティア支援班は、民間団体、各種福祉団体に協力を要請する。 

④ 災害ボランティアの受入れ 

・ボランティア支援班は、災害ボランティア現地本部とともに、災害ボランティア

の受入れ計画を策定する。 

・災害ボランティア現地本部は、ボランティアの受付、割振り等を行う。 

 

なお、ボランティアは、次のように、特定の技術や資格を要さない「一般ボラン

ティア」と医療や語学等の専門的な知識・経験を有する「専門ボランティア」に区

分される。 

 

ボランティアの種類 

名称 特徴 活動内容 所管 

一般 
ボランティア 

・専門的知識を有して

いなくても活動がで

きる 

・年齢、性別を問わない 

・被災地の清掃 

・がれきの片付け 

・炊き出し 

・救援物資、食料の 

配布 等 

社会福祉協議会 

専門 
ボランティア 

職能を活かして活動を

行う 

医療救護 救護・防疫班 

被災建築物応急危険度判定 建築班 

要配慮者支援 要配慮者対策班 

外国語通訳、情報提供 要配慮者対策班 
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第４章 物的支援の受入れ 

 

１ 物的支援の基本的な考え方 

（１）物資調達の全体像 

物的支援も人的支援と同様に、茨城県や協定締結機関等へ要請し、受入れを行う。 

なお、物資調達は、被災者に配布する「生活支援物資」と業務で使用する資機材等の

「業務用資源」の２種類がある。 

 

物的支援の種類・定義及び担当 

種 類 定 義 外部要請担当 

生活支援物資 食料や飲料、生活必需品等で被災者に配布する物資 受援調整班 

業務用資源 

全庁的に使用する資源 
非常用電力、燃料、車両、通信
手段等 

受援調整班 

各業務で必要となる資

源（※） 

避難所運営や住家被害認定調
査等の受援対象業務ごとに必
要な資機材等 

各班 

※人的支援と併せて要請し、応援職員等に持参してもらう資源もある。 
 

（２）物的支援の基本的な考え方 

大規模な災害が発生した場合、市は被災者に対して、食料や生活物資を提供する必要

がある。市では、各防災倉庫に最低限必要となる食料、水、毛布等の生活物資を備蓄し

ているものの、避難が長期化した場合は、国や県、被災地外の地方公共団体、民間企業

等多様な主体から物的支援を受ける必要がある。 

物的支援の基本的な枠組みは、次のとおりである。 

 

物資支援スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 

茨城県 

国 

①市は、備蓄物資、協定締結団体等から調達した物資等を被災者に供給 

②茨城県は、 

・備蓄物資、自ら調達した物資等を自ら又は市を通じて被
災者に供給 

・市からの要請を受けて、市に対し、物資を供給 
（事態に照らし緊急を要し、市からの要請を待ついとまがない

と認められるときは、要請を待たずに実施） 

③国は、県からの要請を受けて、県に対し物資を供給 

⇒ただし、事態に照らし緊急を要し、県からの要請を待

ついとまがないと認められるときは、要請を待たずに

物資支援を実施 

 被災者 

供
給 

要請 

供給 

要請 

供給 
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また、物資調達は発災後の時期によって、以下のＡ～Ｃのように調達方法が異なる。 

Ａ 備蓄物資配布  Ｂ プッシュ型支援  Ｃ プル型支援 

（※災害規模が中小規模の場合は、Ｂは実施されないため、Ａ、Ｃにて対応する。） 

その他、事業者、個人等からの申出による D 義援物資の受入れも想定される。 

 
時期ごとの物資調達方法のイメージ図 

１日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 ８日目以降 

        

 

 

（３）生活支援物資の調達 

食料や飲料、生活必需品等の物資調達は、受援調整班及び物資調達・配送班を中心に

要請、調整、物資の受入れ、配送を行う。 

① 市の備蓄品（発災後おおよそ３日目まで） 

市は、「守谷市地域防災計画」に基づき、食料及び生活必需品等の備蓄を進める。 

また、発災後３日目までの期間を目安として、市の防災倉庫から物資を避難所等へ

供給する。 

 

② 県のプッシュ型支援（発災後おおよそ３日目まで） 

県では、「茨城県地域防災計画」に基づき、被災市町村への提供を目的とした物資の

備蓄・調達体制を整備しており、市町村による備蓄を補完するものとして、想定され

る被災人口の概ね３日分に相当する量を目標として、公的備蓄・流通在庫備蓄の２形

態で備蓄を行っている。 

県の主な備蓄物資は、食料、飲料水、粉ミルク、紙おむつ、トイレットペーパー、

発 

災 

Ａ 
備蓄物資配布 

 

県のプッシュ型支援 

国のプッシュ型支援 

Ｂ 

Ｃ プル型支援 

協定締結団体の支援 

                      

Ｄ 義援物資の受入れ 
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毛布、簡易トイレ、マスク、消毒液等である。 

また、県では、県央総合防災センター（水戸市）、県西総合防災センター（筑西市）、

県南総合防災センター（取手市）を中心に県内 12 箇所に分散備蓄をしており、災害

時には市町村からの要請に応じ、迅速に被災地まで物資を提供することとしている。 

 

③ 国のプッシュ型支援 

国は、県からの具体的な要請を待たないで、避難所避難者への支援を中心に、必要

不可欠と見込まれる物資を発災後４日目以降、県の広域物資拠点へ届ける。届けられ

た物資は、市の物流拠点を介し、各避難施設に輸送される。届けられる物資の標準品

目は、次のとおりである。 

 

国のプッシュ型支援による物資８品目 

 

 

 

 

 

 

〔物資調達・輸送調整等支援システムの活用〕 

物資調達に関しては、令和 2 年 4 月 1 日から運用が開始された内閣府の「物資調

達・輸送調整等支援システム」（以下、「物資システム」という。）を活用する。 

物資システムは、避難所のニーズや物資の発注・到着状況等の物資に関する情報を

一元的に管理し、国、都道府県、市町村において共有することで、迅速かつ効率的な

物資配送を実現するシステムである。 

物資システムは、PC 端末、タブレット、スマートフォン等の端末を問わず、Web

ブラウザを用いて下記アドレスより利用する。 

＜PC 端末＞ 

https://busshi.bousai-system.go.jp 

＜モバイル端末(タブレット、スマートフォン)＞ 

https://busshi.bousai-system.go.jp/m/ 

 

なお、現行の物資調達・輸送調整等支援システムの機能を踏襲しつつ、令和６年能

登半島地震で生じた課題等を踏まえ、さらなる視認性及び操作性の向上や円滑な物資

支援が可能となるよう、新たに機能を追加した「新物資システム（呼称 B-PLo（Busshi 

Procurement and Logistics support system））」が令和７年４月より運用開始。 

 

  

①食料                 ⑤大人用おむつ 

②毛布                 ⑥携帯トイレ・簡易トイレ 

③乳児用粉ミルク又は乳児用液体ミルク  ⑦トイレットペーパー 

④乳児・小児用おむつ          ⑧生理用品 
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＜新物資システム（B-PLｏ）のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：「新物資システム（Ｂ-ＰＬｏ）の概要」内閣府（防災担当） 

 

④ プル型支援 

受援調整班は、避難所等から必要とされる物資について、避難所班を通じて把握し、

取りまとめた上で県災害対策本部に要請を行う。県が調達した物資は、物流拠点に輸

送される。 

また、市は、過剰な物資の管理に追われないよう、できる限り早期に必要物資を取

りまとめ、プル型支援に切り替える。 

 

⑤ 義援物資の受入れ 

・義援物資については、過剰な在庫の発生を防止するため、災害時応援協定先、企業

等からの大口の物資を優先的に受入れる。 

・個人から直接送られてくる義援物資については、内容物の確認や仕分等に相当の

労力を割かれるため、できるだけ受入れないこととし、義援金による支援を積極的

に呼びかける。 

・物資調達・配送班は、義援物資の受入れについて受援調整班と協議し、本部⾧に確

認の上、方針を決定する。 

・広報・報道班は、義援受入れ方針について、ホームページ等で広報を行う。 
 

義援物資受入れにあたっての留意事項 

 

 

 

 

 

 

・受入れ時期、場所、連絡先 

・必要としている品目の指定（大きさ、種類、使用／未使用等） 

・物資提供者の指定（地方自治体／企業／個人、全国／近隣府県／県内、大
口／小口） 

・送付上の留意事項（事前の調整実施、荷物を開閉することなく物資名及び

数量がわかるように表示すること、複数の品目をひとつに梱包しないこ

と、腐敗する食料は避けること、商品ラベルの貼付、到着予定時期の連絡
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（４）物流拠点（支援物資集配・保管拠点） 

本市の物流拠点として使用する予定の施設は、次のとおりである。 

なお、物流拠点の開設にあたっては、各施設の被災状況の確認及び安全点検を実施し

た上で決定し、開設する。 

 
物流拠点候補地一覧 

   

   

   

   

 

（５）調達先の確保 

① 関係機関の災害時の連絡先 

物的支援の受入れに関して、災害時に県、防災関係機関、協定締結団体等の関係機

関と連絡をとる場合は、「資料 1：関係機関連絡先リスト」で連絡先を確認する。 

 

② 災害時応援協定に基づく調達 

物的支援の受入れに関して、各種協定に基づいて、災害時に協定締結団体に対して

協力の要請等を行う場合は、「資料２：災害発生時応援協定の運用担当窓口」で協定の

内容を確認する。 
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２ 受入れのイメージ 

 

（１）備蓄物資配布のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）プッシュ型支援の受入れイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

物流拠点 

物資調達・配送

避難所 

避難所班 
物資担当 

茨城県・物資拠点 

県物資担当 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 

物資配送 物資配送 

 

物資調達・配送班 

受援調整班 

災害対策本部事務局 

共有 

人員・車両の手配 

連絡 

 
避難者数・ 

物資必要数の把握 

報告 

物資の荷捌き・仕分け 

配送・一時保管 

避難所 

避難所班 
物資担当 

防災倉庫 

物資調達・配送班 

報告 

 

物資調達・配送班 

受援調整班 

災害対策本部事務局 

共有 

 
避難者数・ 

物資必要数の把握 

人員・車両の手配 

備蓄物資の仕分け・配送 

物資配送 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 
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（３）プル型支援の受入れイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）義援物資の受入れイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物流拠点 

物資調達・配送

 

物資調達・配送班 

受援調整班 

災害対策本部事務局 

避難所 

避難所班 
物資担当 

茨城県・物資拠点 

県物資担当 

協定締結団体 

 

災害対策本部事務局 

広報・報道班 

物流拠点 

物資調達・配送

外部団体・個人 

広報 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 

 避難者数・ 
物資必要数の把握 

報告 共有 
要請 

要請 

物資配送 

物資配送 

物資配送 

物資の荷捌き・仕分け 

配送・一時保管 

物資調達・配送班 

受援調整班 

共有 

申出 

義援物資の受付 

物資配送 

報告 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 



 

- 28 - 

３ 生活支援物資の受入れ手順 

国、県、災害時応援協定等に基づく支援物資の供給量の見込みを踏まえ、受入れ手順は
次のとおりとする。 

（１）初動 

① 支援物資の受入れ準備 

・受援調整班は、発災後、速やかに物流拠点や備蓄物資、資機材、周辺道路の被害

状況の情報収集を行う。 

・物資調達・配送班は、各物流拠点の被災状況を確認し、受援調整班と協議の上、

物流拠点の候補の中から開設施設を決定する。 

・受援調整班は、物流拠点を開設する際は本部長に報告し、本部長は県に速やかに

報告する。 

・物流拠点の運営は、物資調達・配送班が担当し、必要に応じて、必要な人員を各

班から確保し、運営を行う。 

・物資調達・配送班は、物流拠点から避難所等までの配送手段、配送ルート等を事

前に検討しておく。 

 

（２）物的ニーズの把握・集約 

① 物資ニーズの集約指示 

・受援調整班は、避難所班及び物資調達・配送班の受援担当に対し、各避難所等に

おける物資ニーズについて把握するよう指示する。 

 

② 物資ニーズの集約・把握 

・各避難所の受援担当は、避難所の避難者数及び避難所周辺の在宅被災者数を確認

し、備蓄物資の不足が予想される場合及び備蓄していない物資の応急的な供給が

必要となった場合には、必要品目と量を算定し、「様式６ 物資ニーズ調査票」を

作成し、物資調達・配送班へ提出する。 

・物資調達・配送班は、各避難所等からの情報を「様式７ 物資ニーズ管理表」に

集約し、受援調整班に報告する。 

 

週別の必要とされる支援物資の例 

時 期 必要とされる支援物資の例 

１週目 

【食料、飲料水】 

アルファ米、乳児用粉ミルク又は乳児用液体ミルク、飲料水等 

【生活必需品】 

毛布、携帯トイレ・簡易トイレ、段ボールベッド 
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時 期 必要とされる支援物資の例 

１週目 

【衛生用品】 

紙おむつ（乳幼児用、大人用）、トイレットペーパー、生理用品 

医薬品 

【資機材】 

投光器、パーテーション、ブルーシート、マット 等 

【寒さ・暑さ対策】 

カイロ、ストーブ、ジェットヒーター、扇風機 等 

２～３週目 

【食料、飲料水】 

アルファ化米、パックご飯、レトルト食品、サプリ、野菜ジュー

ス、缶詰 等 

【衛生用品】 

下着類、簡易洗濯キット 

【寒さ・暑さ対策】 

防寒着、夏物衣料、香取り線香、殺虫剤 等 

４～５週目 

上記に加え、 

【衛生用品】 

洗濯機、乾燥機、給水用タンク（500ℓ） 等 

 

（３）物資の調達 

① 備蓄物資の活用 

・災害発生直後は、交通機関やライフラインの途絶等により食料の確保が一時的に

困難となることが予想されるため、防災倉庫に備蓄されている備蓄物資を配付す

る。 

・物資調達・配送班は、必要物資量と備蓄在庫状況を勘案の上、配送先毎の「様式

８ 出荷連絡票」を作成し、防災倉庫担当に提出するとともに、配送に必要な人

員、車両を防災倉庫へ手配する。 

 

② 協定等に基づく調達 

・各班の受援担当は、物資供給に関する災害時応援協定等に基づく物資の供給が必

要と判断した場合は、受援調整班に要請する。 

・受援調整班は、各班の要請に基づき、防災倉庫の在庫状況を確認した上で、協定

等締結事業者に不足する物資の提供を要請し調達する。 

・この際、要請は各協定の様式等に基づき行う。 

 

③ 県への要請 

・受援調整班は、被害が甚大で市の備蓄物資が不足し、災害時応援協定に基づく調

達や支援物資の到着に時間がかかると見込まれる場合、県災害対策本部へ物資供
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給を要請する。 

・受援調整班は、救援物資の種類・数量等明示した「様式９ 応援要請内訳書（物

資・資機材）」を作成し、県に提出する。ただし、緊急時等、暇がない場合は、電

話等により応援要請の連絡を行い、後日文書を提出する。 

 

④ ブッシュ型支援の受入れ 

・国等からプッシュ型支援が行われる場合、受援調整班は、後段（５）物資の受入

れ（物流拠点の運営）に示す手順により物流拠点に物資を受入れ、ニーズに応じ

た配分を行う。 

 

⑤ 日本赤十字社からの物資の受入れ 

・受援調整班は、必要に応じて、日本赤十字社茨城県支部に支援物資（毛布、タオ

ル、日用品、医薬品等）の交付を求める。 

 

（４）受入れ準備 

① 県、事業者等との連絡調整 

・受援調整班は、県及び事業者等と連絡調整を行い、物資の内容・量、到着時期、

輸送ルート等について確認し、物資調達・配送班に伝達する。 

 

② 配送計画の作成 

・物資調達・配送班は、受援調整班と協力し、各避難所等からの物的ニーズに加え、

県、国等によるプッシュ型支援等も踏まえ、物資需要の実態に応じた適切な配分

や各避難所に効率的に配送するための「様式 10 配送計画」を作成する。 

 

③ 物資の仕分けのための人員・資機材の確保 

・物資調達・配送班は、各班や事業者等と連携し、物資集配拠点に搬入された物資

の荷下ろし、荷さばき、検品、入庫、出庫、在庫確認等に必要な人員及び資機材を

確保する。 

・物資調達・配送班は、本業務を行うにあたり、必要に応じて、受援調整班に対し、

庁内の職員やボランティアに応援を求める。 

 

④ 配送手段の確保 

・物資調達・配送班は、配送に調達可能な市保有車両を把握する。 

・物資調達・配送班は、緊急輸送に対して、市のみでは対応が困難な場合、協定を

締結している物流事業者に輸送を要請することとし、受援調整班に車両の確保等

を依頼する。 
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⑤ 輸送ルートの把握 

・物資調達・配送班は、被災により道路が通行止めとなることや障害物の除去、応

急復旧、交通規制等が行われ、渋滞が発生することを念頭に入れ、輸送ルートの

選定を行う。また、道路状況等をできる限り把握し、輸送者に情報提供を行う。 

 

（５）物資の受入れ（物流拠点の運営） 

① 支援物資の受入れ・仕分け・配送 

・支援物資の受入れは、原則として協定締結事業者等による指定避難所への直送を

基本とするが、供給数量が大量となる場合など、仕分けの必要がある場合には、

物流配拠点に集約した上で、市が輸送する。 

・物資調達・配送班は、物流拠点において、物資の荷さばき、仕分け、積込み、出

荷、配送作業を行う。 

＜仕分け＞ 

●「様式８ 出荷連絡票」に物資内訳、輸送者情報、到着予定日を記入 

●「様式８ 出荷連絡票」をもとに、「様式９ 物資ラベル」を必要ケース分作成 

●「様式９ 物資ラベル」をもとに物資を取り出し、ケースに梱包 

＜積込み・出荷＞ 

●仕分けした物資を車両へ積込む 

●「様式８ 出荷連絡票」に出荷者サインをし、輸送者にサインをもらう 

●「様式８ 出荷連絡票」を 2 部コピーし、「輸送者控」、「荷受者控」を作成 

●「輸送者控」「荷受者控」を輸送者に渡し、出荷 

●受援調整班に出荷の報告 

●「様式８ 出荷連絡票」を FAX 等で報告し、原本は「出荷者控」として保管 

＜配送＞ 

●物資を各避難所、本庁舎等へ配送 

●受援調整班は、配送先へ到着予定日時や物資数量等を連絡する 

 

② 支援物資の受取り・配布 

・各避難所の受援担当は、物資の荷降ろし、配布に必要な人員を確保し、物資の受取

り、配布を行う。 

・各避難所の受援担当は、「輸送者控」、「荷受者控」に荷受者サインをし、「輸送者

控」を輸送者に渡す。 

・各避難所の受援担当は、受援調整班に物資の受取を報告する。 

・各避難所での配布は、避難所運営組織に一任する。 



 

- 32 - 

（６）物資受入れ終了の判断 

・物資調達・配送班は、避難所班と連携し、避難所に必要な物資が充足するなど、

物資受入れの必要が無くなる見込みとなった場合に終了の判断を行い、受援調整

班にその旨を報告する。 

 

（７）終了・費用精算 

・受援調整班は、物資受入れ終了にあたり、他の地方公共団体等と調整の上、実費・

弁償の手続きを行う。 
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３ 業務用資源の調達・受入れ手順 

業務で利用する車両や衛星電話、燃料、資機材等、全庁的に使用する資源については、

受援調整班及び物資調達・配送班で調整・調達を行い、業務ごとに必要となる資源につい

ては、各班の受援担当にて調達することとする。 

 

（１）全庁的に使用する資源の場合 

① ニーズの把握 

・各班の受援担当は、「様式６ 物資ニーズ調査票」を作成し、受援調整班へ業務用

物資の調達を要請する。 

・受援調整班は、各班の受援担当からの要請を「様式７ 物資ニーズ管理表」に集

約・整理し、調達が必要な物資品目と必要量を整理する。 

 

② 外部への要請 

・受援調整班は、国・県や協定締結団体等に対して、必要な物資・数量等を指定し、

庁舎までの物資提供を要請する。 

・また、物資要請先毎に要請様式を作成する。定められた個別様式がない場合は「様

式８ 出荷連絡票」を利用する。 

 

③ 物資の受入れ 

・受援調整班は、確保できた物資及び協定締結団体等から提供される物資の内容・

量・到着予定日を把握した場合、これらの受入れ物資について、物資調達・配送

班に連絡する。 

・物資調達・配送班は、受入れ物資の品目・数量、荷姿等を考慮し、受入れ準備を

行う。 

・物資調達・配送班は、物流拠点又は庁舎に到着した物資の検品、受入れを行い、

要請した担当班へ配布する。 

 

全庁的に使用する資源の受入れイメージ 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

各班・受援担当 受援調整班 外部機関・業者 

物資調達・配送班 

要請 要請 

報告 

物資配送 配布 

物資受入れ 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 
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（２）各業務で必要となる資源の場合 

① 物資要請方法の検討 

・各班の受援担当は、不足する物資の要請方法について、次のいずれにするか検討

する。 

●人的支援と併せて要請 

●物資のみ要請 

 

② 外部への要請 

各班の受援担当は、①の検討を踏まえ、物資の確保方法を決定する。 

＜人的支援と併せて要請の場合＞ 

・人的支援要請の際に、応援者に持参してもらうよう「様式１ 応援要請書」等

に記載する。 

＜物資のみ要請＞ 

・各班の受援担当は、「様式６ 物資ニーズ調査票」等に、不足する物資を取りま

とめ、受援調整班へ要請する。 

・ただし、各班が個別に協定等を活用して要請する場合は、各班の受援担当が要

請する。 

 

③物資の受入れ 

・各班の受援担当は、物資提供先と連絡調整し、物資を受入れる。 

 

 

各業務で必要となる資源の受入れイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各班 
受援担当 

応援職員等に 
持参を要請 

人的支援と併せて要請の場合 

各班 
受援担当 

物資のみ要請の場合 

外部機関・業者 

物資の流れ ニーズ・情報の流れ 

要請 要請 提供 
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第８章 受援力向上に向けた取り組み 

 

１ 本計画の推進・見直し 

本計画においては、訓練等を通じて問題点を洗い出し、是正すべきところを改善し、更

新するという継続的改善に取り組むことで、実効性を向上させる。 

（１）点検・見直しの基準 

計画の見直しにおいては、国、県及び他都市の動向や知見等を取り入れつつ、定期的

かつ継続的に本計画及び受援対象業務の見直し・更新を行う。 

具体的には、次の場合をとらえて計画の点検・見直しを行う。 

 
点検・見直しの基準 

 

 

 

 

 

 

（２）受援業務シートの見直し 

作成した受援業務シートについて、定期的に内容を見直し、実態に即したものにする。 

また、受援業務シートに基づく受援場所の確保や必要資機材の整備等、受入れ体制の

確保に平時より努める。 

 

２ 教育・訓練の実施 

本市の受援力を向上するため、他自治体や協定締結事業者等からの受援を想定した研修

や図上訓練等を定期的に実施するとともに、行った訓練をフィードバックすることにより

問題点を抽出し、業務の改善を図る。 

また、訓練だけではなく、庁内外の研修やセミナー等を通じて、受援に関する知識の習

得や庁内への周知を行い、職員の受援に対する意識や知見の醸成に努める。 

 

３ 応援協定の実効性の強化 

大規模災害時における応急対策をより迅速かつ的確に実施するため、締結を行った相互

応援協定の定期的な見直しを行い、必要に応じ協定の再締結を行う。 

また、関係機関との災害時応援協定の締結に継続的に取り組む。 

さらに、締結した協定内容等を有効かつ円滑に実施するため、平時から具体的な運用の

あり方や災害発生時の連絡体制を確認し、必要に応じ改善に努める。 

  

・国・県等の計画・ガイドライン等の改定や新規策定があったとき 

・市地域防災計画や市業務継続計画等に修正があったとき 

・事務事業の見直しや組織改編が行われたとき 

・業務に必要な資源の状況がかわったとき 

・計画内容の点検・検証を行うための訓練等を実施したとき 
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４ 実災害からの教訓の収集・整理 

被災市町村への職員派遣は、非常時にのみ実施する業務に携わることができる場であり、

実際に本市が被災した際にその経験を活かすことができる。 

このため、被災自治体への応援等を積極的に行い、災害対応の記録や情報の収集、課題

整理等に努め、将来の災害対応に活かしていく。 
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資料編 
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１ 様式集 
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【資料１】関係機関連絡先リスト 

 

  

【資料１】関係機関連絡先リスト
●●年●●月●●日現在

災害時優先電話

所属 役職 氏名 （固定、携帯） 地上系 衛星系

防災・危機管理課
消防安全課
原子力安全対策課
市町村課
保健政策課
疾病対策課
河川課
道路維持課
農業技術課
竜ケ崎保健所
竜ケ崎土木事務所
県南県民センター
県南農林事務所

土浦市
古河市
石岡市
龍ケ崎市
常総市
取手市
牛久市
つくば市
坂東市
稲敷市
かすみがうら市
つくばみらい市
美浦村
阿見町
河内町
五霞町
境町
利根町

守谷消防署

守谷消防署南守谷出張所

常総広域消防本部

茨城県取手警察署
取手警察署守谷地区交番
取手警察署久保ケ丘
取手警察署南守谷交番

施設学校（勝田）
第１施設団（古河）

海上自衛隊 横須賀地方総監部
航空自衛隊 第７航空団（百里）

自
衛
隊

陸上自衛隊

連絡先の
更新管理担当者

（所属、役職、氏名）

県 茨城県

近
隣
市
町
村

消
防

県防災行政無線
その他

警
察

区分 機関名
連絡窓口

衛星電話



 

- 40 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

災害時優先電話

所属 役職 氏名 （固定、携帯） 地上系 衛星系

関東地方整備局
東京管区気象台
関東総合通信局

東日本電信電話(株)
茨城支店
東日本高速道路(株)
関東支社
日本赤十字社
（茨城県支部）

日本放送協会
（水戸放送局）

日本郵便(株)
日本通運(株)
佐川急便(株)
ヤマト運輸(株)
西濃運輸(株)
ＫＤＤＩ(株)

(株)ＮＴＴドコモ（茨城支店）

ソフトバンク(株)

関東鉄道(株)
(一社)茨城県トラック協会
首都圏新都市鉄道(株)
(一社)茨城県バス協会
(一社)茨城県医師会
(公社)茨城県看護協会
(株)茨城新聞社
(株)茨城放送
(福)茨城県社会福祉協議会

(福)守谷市社会福祉協議会
守谷市商工会
茨城みなみ農業協同組合
守谷市災害対策協力会

○○○（株）
△△△協会
□□□（株）

協
定
締
結

団
体

連絡窓口
衛星電話

県防災行政無線
その他

連絡先の
更新管理担当者

（所属、役職、氏名）

そ
の
他

指
定
地
方

行
政
機
関

指
定
公
共
機
関

指
定
地
方
公
共
機
関

そ
の
他
公
共
団

体
及
び
防
災
上

重
要
な
施
設
の

管
理
者

区分 機関名
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【資料２】災害時応援協定の運用担当窓口 

 

【資料２】災害時応援協定の運用担当窓口
●●年●●月●●日現在

人的 資源 その他 所属 役職、氏名 締結先 所属 役職、氏名 連絡先
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※「種別」欄の「その他」は、支援物資の受入れ等を指す。（※人的支援の受入れ、業務資源の受入れではない。）

締結先窓口本市窓口
No. 種別 協定（覚書）名称

締結
年月日

内容
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様式１ 応援要請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式１ 応援要請書
＜使用概要＞

※ 受援業務シートの業務を要請する場合は、該当のシートも併せて提出する

年 月 日

人

人

人

人

人

人

活動拠点

備考

期間（想定） ～

持参を依頼
する

資機材等

要請先

要請人数

必要な資格・職種などの条件（特にない場合は“なし”） 人数

合計

Mail

業務名

要請する
業務内容

担当班

実務担当者

電話番号

使用目的 作成担当 提出先 更新

応援の要請 各班担当 受援調整班

作成日 要請No
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様式２ 受援管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式２ 受援管理表
＜使用概要＞

受入先

要請
受理

応援
受入

応援
終了

担当班 要請業務
必要
人数

必要期間
受入
人数

活動拠点 備考（変更等）
要請No

受援状況(日付を入力） 要請内容 受援内容（受入後記入）

要請先

使用目的 作成担当 提出先 更新

庁内全体の受援状況の管理 受援調整班 災害対策本部事務局 要請時、受入時、変更時、終了時
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様式３ 応援要請文書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式３ 応援要請文書

　　　 市町村長・茨城県知事 様

守谷市長　　　　　　　　 印

　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月に発生した　　　　　　　　に係る災害対応の応援について（要請）

 　　標記の件について、災害対策基本法第●条第●項の規定に基づき、下記のとおり応援を

　　要請いたします。

１　被害の状況

市内での広範囲で最大震度●に見舞われ、人的、物的共に被害が多数発生

２　応援要請の理由

被害が極めて大きく、本市職員のみでは十分な災害対応が困難なため

３　その他

応援を要する業務内容や活動場所、必要な人員数、資機材等については、別紙のとおり

×××-××××-××××

～～～～＠～～～～.～～～～

担当者名

談話番号

ＦＡＸ番号

mailアドレス

応援要請書

守谷市受援担当　連絡先

○○○○○

×××-××××-××××

● 年 ●月 ●日

　第　　号
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様式４ 応援職員等名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式４ 応援職員等名簿
＜使用概要＞

※

１．各班・業務名 年 月 日　作成

２．応援職員等

TEL：

整理

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

氏名 TEL（個人） 備考（活動場所、資格等） 始期 終期

 活動場所

 宿泊場所

応援者情報 活動期間

業務名
（業務番号）

 所    属

 所属の連絡先  Mail：

応援職員の所属ごとに作成・更新・保管をする。（応援団体が作成した名簿の添付でも良い）

要請No

担当班  実務担当者

使用目的 作成担当 提出先 更新

応援職員の把握 各班担当 受援調整班 受援終了時
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様式５ 受援状況報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式５ 受援状況報告書
＜使用概要＞

１．各班 年 月 日　作成

 TEL：  Mail：

２．状況報告内容

【受入時】

年 月 日 年 月 日

① ～ 人

② ～ 人

③ ～ 人

④ ～ 人

⑤ ～ 人

人

【終了時】

年 月 日 時 分

【その他報告】

報告事項
（対応状況、変
更、問題等）

※日付も記入

合計

終了日時

活動場所

団体名
および

期間・人数

受援期間 ～

業務内容

要請No

担当班

実務担当者

連絡先

業務名
（業務番号）

使用目的 作成担当 提出先 更新

業務ごとの受援状況の把握 各班担当 受援調整班 受援受入時、状況変更時、終了時
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様式６ 物資ニーズ調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式６ 物資ニーズ調査票

（担当者名）

（電話番号）

（FAX番号） （FAX番号）

（E-mail）

物資内訳（品目は『(参考)物資品目分類表』の項目で記載）

個数 単位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

※手書きの場合、品目の記入は小分類だけで構いません。 　次ページ　あり（ ／ ） ／　なし

  （商品詳細、必要な人数の概要、緊急度合、配達希望日、アレルギーの有無、
   要配慮者等を記載）

No

品目 数量

大分類 中分類 小分類

備　　考

（E-mail）

（無線番号）

備考

（電話番号）

日
要請
No

依頼元
（避難所／

各班）

（避難所/所属名）

提出先
（物資調達・

配送班）

（担当者名）

要請
日

年 月
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様式７ 物資ニーズ管理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式７ 物資ニーズ管理表

年 月 日　作成

※手書きの場合、品目の記入は小分類だけで構いません。

要請

№ 個数 単位中分類 小分類

要請元 物資内訳（品目は『(参考)物資品目分類表』の項目で記載）

月日 避難所/班
品目 数量 備考（商品詳細、必要な人数の概要、緊急度合、配

達希望日、アレルギーの有無、要配慮者等を記載）大分類

要請元 管理No
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様式８ 出荷連絡票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式８ 出荷連絡票

出荷者印

/サイン

年 月 日 荷受者印

/サイン

荷受

日時
年 月 日 時 分

（組織名/拠点名等）

（担当者名） （担当者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （電話番号）

（FAX番号） （E-mail） （FAX番号）

（施設名） （電話番号）

（住所）

（受取担当者名）　　　　　　　　　　　　　　　 年 月 日 時 分

（FAX番号）

（E-mail）

物資内訳（品目は『(参考)物資品目分類表』の項目で記載）

個数 単位 荷姿の数 総重量

1 年 月 日

2 年 月 日

3 年 月 日

4 年 月 日

5 年 月 日

6 年 月 日

7 年 月 日

8 年 月 日

9 年 月 日

10 年 月 日

11 年 月 日

12 年 月 日

13 年 月 日

14 年 月 日

15 年 月 日

16 年 月 日

17 年 月 日

18 年 月 日

19 年 月 日

20 年 月 日

21 年 月 日

22 年 月 日

※手書きの場合、品目の記入は小分類だけで構いません。 次のページ　　あり （ ／ ） ／　　なし

No
品目 数量

賞味・消費期限
備考　（商品詳細、アレルギーの有無、パレット

枚数、ケースサイズ、車両台数等）大分類 中分類 小分類 荷姿

（電話番号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

備考

配送先

（ドライバー名）

（車両番号）

（到着予定日）

発注・要請元

（発注／要請元）

物資

提供者
（電話番号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（E-mail）

輸
送
者

（企業・組織名）

出荷者控 ・ 輸送者控 ・ 荷受者控 輸送者印

/サイン
出荷No

記入日
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様式９ 物資ラベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式10 物資ラベル

記入・提出日： 年 月 日

入り

年 月 日

 備考

（管理番号、総ケース数、
  品目詳細、注意事項、
　購入時期等を記載）

 賞味・消費期限

 提供者名

 入り数

品目

商品名
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様式 10 応援要請内訳表（物資・資機材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様
式

10
 

応
援

要
請

内
訳

表
（

物
資

・
資

機
材

）

担
当

者
名

電
話

番
号

F
A
X

番
号

単
位

単
位

連
　

　
絡

　
　

先
担

当
部

署
名

担
当

者
名

電
話

F
A

X
番

号
E
-
m

ai
l

連
　

　
絡

　
　

先
担

当
部

署
名

担
当

者
名

電
話

F
A
X

番
号

E
-
m

ai
l

応
援

地
方

公
共

団
体

名
発

送
時

期
品

目
規

　
　

格
数

　
量

場
　

　
所

＊
１

輸
送

手
段

＊
２

＊
１

　
可

能
な

限
り

場
所

の
分

か
る

地
図

等
を

添
付

す
る

こ
と

。
＊

２
　

交
通

手
段

欄
に

陸
路

の
可

・
不

可
を

記
入

す
る

こ
と

。
ま

た
、

陸
路

が
不

可
の

場
合

は
、

空
路

（
最

寄
り

の
ヘ

リ
ポ

ー
ト

等
）
又

は
水

路
（
最

寄
り

の
港

湾
等

）
を

記
入

す
る

こ
と

。
＊

３
　

可
能

な
限

り
内

容
を

明
記

す
る

こ
と

。
＊

４
　

随
時

更
新

し
提

出
す

る
こ

と
。

（
充

足
し

た
品

目
は

削
除

し
、

不
足

し
て

い
る

品
目

の
み

記
載

す
る

こ
と

。
）

＊
５

　
こ

の
様

式
は

必
要

に
応

じ
で

適
宜

修
正

で
き

る
も

の
と

す
る

。

場
　

　
所

＊
１

輸
送

手
段

＊
２

内
訳

書
作

成
月

日
時

必
要

期
間

品
目

規
格

・
用

途
数

　
量

茨
城

県
受

援
班

担
当

者
茨

城
県

応
援

要
請

内
訳

（
被

応
援

市
町

村
記

入
欄

）
応

　
援

　
計

　
画

　
内

　
訳

　
（
応

援
計

画
内

訳
書

作
成

団
体

記
入

欄
）

対
策

班
名

団
体

名
担

当
部

署
名

E
-
m

ai
l

被
応

援
府

県
等
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様式 11 配送計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式11 配送計画
＜使用概要＞

物資調達・配送班

令和　　年　　月　　日　　時　現在

数量 搬出場所 輸送車 輸送手段

搬出 輸送

在庫
品名

（単位）
備　考

（荷姿、段ボール数、重量等留意事項を記載）

提出先 更新

受援調整班 受入時・更新時

使用目的

 拠点名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

搬出日
搬出時間

物資配送の計画・管理
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２ 業務別受援シート 

 

業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

1

業務名 二次災害の防止対策

業務担当

土木班

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 二次災害の発生を防止し、市民の安全確保を図る

要請する業務内容 道路被害状況調査及び被害箇所の応急対応に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

当該業務経験者

重機等操作有資格者
土木作業経験者

守谷市災害対策協力会

必要な資機材等

応援者側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両、重機 等

守谷市側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両 等

特記事項

○要請人数の考え方
　・１班３人×６班＝18人

応援職員の
活動環境

土木班事務室、現業棟詰所
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

2

業務名 道路交通の確保

業務担当

土木班

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 迅速に道路の応急復旧を実施し、道路交通を確保する

要請する業務内容 緊急輸送道路の応急復旧に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

当該業務経験者

重機等操作有資格者
土木作業経験者

守谷市災害対策協力会

必要な資機材等

応援者側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両、重機 等

守谷市側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両 等

特記事項

○要請人数の考え方
　・１班３人×６班＝18人

応援職員の
活動環境

土木班事務室、現業棟詰所
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

3

業務名 路上障害物の除去作業

業務担当

土木班

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 路上障害物を早期に除去し、緊急輸送道路を確保する

要請する業務内容 災害により発生した路上障害物の除去に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

当該業務経験者

重機等操作有資格者
土木作業経験者

守谷市災害対策協力会

必要な資機材等

応援者側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両、重機 等

守谷市側
バリケード、夜間点滅機器、カラーコーン、補
修資材、車両 等

特記事項

○要請人数の考え方
　・１班３人×６班＝18人

応援職員の
活動環境

土木班事務室、現業棟詰所
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・応急危険度判定
　　　１班２人×２班＝４人
　・応急修理
　　　１班２人×○班＝○人

応援職員の
活動環境

土木班事務室、現業棟詰所

必要な資機材等

登録証、判定マニュアル、ヘルメット、コン
ベックススケール 等

判定マニュアル、ヘルメット、コンベックスス
ケール、測定機器 等

応援者側

守谷市側

応急危険度判定士
建築士
建築工事経験者
給排水工事経験者

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

応急危険度判定士 茨城県

守谷市災害対策協力会
その他建築関係団体

4

業務名 被災建築物の応急対応

業務担当

建築班

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 被災建築物の応急危険度判定業務及び応急対応に関すること

要請する業務内容 建築物の応急危険度判定及び応急対応業務
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業 ○

ボランティア ○

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
  　・一時仮置き場×７名
　  ・一時仮置き場×２名

応援職員の
活動環境

一時仮置場所

必要な資機材等

応援者側 車両（バックホウ）、ダンプトラック

守谷市側 水道、仮設トイレ

重機オペレーター
ダンプ運転手

重機オペレーター
ダンプ運転手

茨城県産業廃棄物協会、茨城県清掃協会、守谷
市廃棄物収集業者

当該業務経験者

重機オペレーター
ダンプ運転手

災害時応援協定締結自治体

災害時応援協定締結事業者

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害時に大量に発生するゴミ、がれき等を円滑に処理し、衛生的な環境を維
持する

要請する業務内容 災害廃棄物（がれき）一時仮置場所の運営に係る業務

5

業務名 災害廃棄物の処理

業務担当

がれき処理班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア ○

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・５人／拠点（交代要員として）

応援職員の
活動環境

各施設

必要な資機材等

名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

机、椅子、筆記用具、地図、PC、車両　等

応援者側

守谷市側

市民ボランティア

社会福祉協議会、応援協定事業者

当該業務経験者 茨城県、応援協定締結自治体

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 物流拠点を早期に確保し、物流状況の的確な把握と円滑な運営を行う

要請する業務内容 救援物資の保有状況等の把握・管理及び物資の配送等に係る業務

6

業務名 物流拠点の確保・運営

業務担当

物資調達・配送班、財政班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア ○

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・５人／拠点（交代要員として）

応援職員の
活動環境

各施設

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC、車両　等

市民ボランティア

社会福祉協議会、応援協定事業者

当該業務経験者 茨城県、応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
不足する食料、生活必需品等を迅速に確保するとともに、輸送力・物流力を
調整する

要請する業務内容 食料等、生活必需品の保有状況等の把握・管理及び供給に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

7

業務名 食料等、生活必需品の供給

業務担当

物資調達・配送班、財政班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低５人）

8

災害ボランティアセンターの開設・運営

当該業務経験者

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

茨城県社会福祉協議会、守谷市社会福祉協議会

業務担当

守谷市側

ボランティア支援班

要請先

要請する業務内容

・コピー機やパソコン、机、いす、住宅地図等
の事務所備品
・資機材や仮設トイレ等の活動係る機材等

当該業務経験者

応援者側

中央公民館（被災状況により設置が困難な場合を想定し、学びの里
やサテライト拠点設置を検討）

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

茨城県

応援職員の
活動環境

災害ボランティアセンターの運営補助及びライフラインの確保

区分

車両、デジタルカメラ、携帯電話等

必要な資機材等

社会福祉協議会、関係団体等と連携・協力して、災害ボランティアセン
ターの運営を支援する
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低５人）

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害時に、活動体制を速やかに確立するため、災害対策本部の設置・活動業
務を補助する

要請する業務内容 情報収集及び配備体制の決定に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

9

業務名 災害対策本部等の設置・活動補助①

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低15人）

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害時に、活動体制を速やかに確立するため、災害対策本部の設置・活動業
務を補助する

要請する業務内容 職員参集指示及び伝達に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

10

業務名 災害対策本部等の設置・活動補助②

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低30人）

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害時に、活動体制を速やかに確立するため、災害対策本部の設置・活動業
務を補助する

要請する業務内容 災害対策本部の設置及び県との連携に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

11

業務名 災害対策本部等の設置・活動補助③

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害時に、活動体制を速やかに確立するため、災害対策本部の設置・活動業
務を補助する

要請する業務内容 災害対策本部会議の実施に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

12

業務名 災害対策本部等の設置・活動補助④

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低10名）

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容 自衛隊の受入体制を確保し、自衛隊のLOと支援内容等を調整する

要請する業務内容 自衛隊派遣要請及び受入体制の確保に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

13

業務名 自衛隊派遣要請・受入体制の確保

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
状況に応じた応援先を検討し要請するとともに、応援部隊等を円滑に受入れ
る。

要請する業務内容 応援要請及び受入体制の確保に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

14

業務名 応援要請・受入体制の確保

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請（最低８名）

応援職員の
活動環境

災害対策本部

必要な資機材等

応援者側 名札、防災ベスト、ヘルメット、携帯電話　等

守谷市側 机、椅子、筆記用具、地図、PC　等

当該業務経験者 茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
災害対応を庁内全体で円滑に実施できるよう、防災関係機関等との連携業務
を補助する

要請する業務内容 防災関係機関等との連携に係る業務

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

15

業務名 防災関係機関等との連携業務

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本部)

責任者
(所属、役職、氏名)

担当者
(所属、役職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

特記事項

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

応援職員の
活動環境

各避難所

必要な資機材等

応援者側
身分を証するもの（名札・腕章・ビブス）、活
動資機材（消毒剤等各種）

守谷市側
地図、医療機関情報、避難者情報、各種記録帳
票、文具類、パソコン、プリンター、活動資機
材（消毒剤等各種）　等

・医師、保健師、看
護師等の医療従事者
・救急救命士

医師会、医療機関

・医師、保健師、看
護師等の医療従事者
・救急救命士

茨城県、相互応援協定締結自治体

応援要請に関する情報

受援対象業務の内容
72時間のタイムリミットを念頭に置き、あらゆる関連機関等と協力し救
助・救急活動を実施する

要請する業務内容 関係機関等との連携による救助・救急活動

要請先 区分
応援者に求める要件
（職種・資格等）

応援要請先

16

業務名 救助・救急活動の補助

業務担当

統括班
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア ○

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

17

施設利用者の安全対策

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

業務担当

守谷市側

各部・各班

要請先

要請する業務内容

各種名簿、避難所見取り図、地図、車両、連絡
用電話、PC、懐中電灯、筆記用具、ゴミ袋等

応援者側

各施設

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

茨城県、相互応援協定締結自治体

応援職員の
活動環境

施設利用者の避難誘導に係る業務

区分

名札、筆記用具　等

必要な資機材等

各施設の利用者の安全を確保するため、迅速・的確に避難誘導を行う

市民ボランティア
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア ○

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

18

行方不明者の捜索業務

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

業務担当

守谷市側

統括班

要請先

要請する業務内容

名簿、地図、連絡用電話、車両　等

応援者側

市内全域

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

茨城県、相互応援協定締結自治体

応援職員の
活動環境

行方不明者の捜索及び救命に係る業務

区分

名札、筆記用具等

必要な資機材等

災害による行方不明者を早期に捜索し、救命する

市民ボランティア
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア

その他団体 ○

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

19

消火活動補助

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

自主防災組織

業務担当

守谷市側

消防部

要請先

要請する業務内容

消火用具、安全装備、救助・破壊用具　等

消火活動の能力を
有する組織

応援者側

市内全域

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

茨城県、常総広域消防本部、消防相互応援協定
締結自治体

応援職員の
活動環境

消火活動の補助に係る業務

区分

消火用具、安全装備、救助・破壊用具　等

必要な資機材等

初期消火活動と連携し、効果的かつ組織的な消火活動を行うとともに、状況
を適時に把握し応援を要請する
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体 ○

民間企業

ボランティア ○

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

○要請人数の考え方
　・被災状況に応じて要請

20

避難誘導

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

業務担当

守谷市側

消防部

要請先

要請する業務内容

各種名簿、避難所見取り図、地図、車両、連絡
用電話、PC、懐中電灯、筆記用具、ゴミ袋等

応援者側

各施設

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

茨城県、相互応援協定締結自治体

応援職員の
活動環境

市民の避難誘導、安全対策に係る業務

区分

名札、筆記用具　等

必要な資機材等

市民の安全を確保するため、迅速・的確に避難誘導を行う

市民ボランティア
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業務別受援シート No.

●●年●●月●●日現在

班名
(災害対策本

部)
責任者

(所属、役
職、氏名)

担当者
(所属、役
職、氏名)

自治体

民間企業

ボランティア

その他団体

活動拠点

集合場所

宿泊場所

食料等

その他追加業務

応援要請に関する情報

業務名

応援者に求める要件
（職種・資格等）

業務担当

守谷市側

要請先

要請する業務内容

応援者側

応援要請先

特記事項

受援対象業務の内容

応援職員の
活動環境

区分

必要な資機材等


